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１ はじめに 
 2019 年 12 月に中国の武漢市で発生した COVID-19（新型コロナウイルス感染症）は、全世

界に広がり、2020 年３月から世界中で感染者が急増した。そこで、WHO は３月 11 日に「パン

デミック」を宣言した。世界各国の政府は，パンデミックとなったCOVID-19 の感染拡大を防

止するため， 2020 年から，外出制限やロックダウン（都市封鎖）など，人の流動性（人流）

を抑制する封じ込め政策を行った【表１】。 

 これによって，私たちの日常生活が大きく変化したが，海外の研究レポートによれば，その

政策の副次的な影響で，街頭犯罪（窃盗，強盗，暴行など）や侵入盗が減少した一方で（Nivette 

et al., 2021），DV は（対象とした地域や使用データによって多少評価が分かれているが）増加

した（UN Women, 2021; Piquero et al., 2021）1, 2といった変化が生じていることが分かってきた

 
1 UN Women が，世界 13 か国で，18 歳以上の⼥性 16,154 ⼈に対してオンライン・インタビュー
調査を⾏ったところ，回答者の 45%がパンデミック後に暴⼒を経験しており，68%が配偶者やパ
ートナーからの暴⼒・暴⾔が増加したと回答した。このうち，回答者の 41%がパンデミックによ
って精神または感情⾯に負の影響があったと回答している。 
2 ピケロらは，系統的な⽂献検索から 18 件の実証研究を系統的レビューの対象にして，メタアナ
リシスを⾏った結果，合計 37 件の推定値を得ている。このうち，29 件の実証研究の推定値（範
囲：＋0.60％〜＋75.0％）が COVID-19 パンデミック発⽣後および COVID-19 関連規制後に DV
が増加したことを報告しており，他⽅で，８件の研究の推定値が DV の減少を報告していたこと
を突きとめた。⽶国を拠点とする研究のみで⾒ると，DV の変化率の結果は，31 の正負の変化率
の平均が，8.10%の増加に相当することを⽰していた。そして，効果量を算出するのに⼗分な情報
を報告した 12 件の実証研究（17 件の効果量）の効果量の分布から，COVID-19 パンデミックの
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（柴田, 2022a 参照）。 

 

表 1  COVID-19 パンデミックにおける世界各国の封じ込め政策の推移 

 

 
発⽣とそれに関連した規制が DV を増加させたことを⽰したことも突きとめている。ランダム効
果制限付き最尤モデルによる全体の平均効果量は，0.66（95% CI : 0.08-1.24; z = 2.24，p < 0.05）
で，中程度の効果を⽰していた。また，⽶国をベースとした実証研究（７件（12 の効果量））で
は，平均効果量が 0.87（95％CI：0.14-1.59）に増加していたことを特定している。以上のことか
ら，ピケロらは，ロックダウン期間の前後で，DV の発⽣が中程度から強く増加したと結論づけ
た。 
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 日本では，2021 年末の時点で，『令和３年版犯罪白書』が，2003 年以降減少傾向にある窃盗

においても，2020 年の減少幅がこの６年間で最も大きかったことを指摘していたものの（法務

省法務総合研究所，2021），まだ詳細な調査研究の結果が公表されていなかった。そこで，筆者
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らは，この点を掘り下げるため，警察庁の統計資料の Excel データ3を用いて，ここ 10 年間で

の窃盗の動向（認知件数）を手口別にまとめた【表 2】（柴田, 2022a; 柴田, 2022b）。その結果，

街頭犯罪である＜ひったくり＞，＜すり＞，＜置引き＞が急減していること，加えて，＜侵入

盗＞や街頭犯罪の１つである＜自動販売機ねらい＞の減少幅も比較的大きいことを特定した。

また，＜乗り物盗＞については，＜オートバイ盗＞を除いて，減少幅が比較的大きいことが分

かった。他方で，店舗では客足が低下していたにも関わらず，＜万引き＞の 2020 年の減少幅

が，この 10 年間の平均的な減少率とさほど変わりがなかった4。 

 強盗についても，窃盗と同様に，警察庁の統計資料のExcel データを用いて，ここ 10 年間で

の動向（認知件数）を手口別にまとめてみた【表 3】（柴田, 2022a; 柴田, 2022b）。その結果，強

盗については，2020 年において減少幅が顕著だったということはなかった。なお，唯一＜コン

ビニ強盗＞の減少幅がこの 10 年間の平均的な減少率よりも低かったのだが，しかし，最小値

の更新には至っていなかったことに留意する必要がある5。 

 暴行・傷害についても，窃盗や強盗と同様に，警察庁の統計資料の Excel データを用いて，

ここ 10 年間での検挙件数の動向を被疑者と被害者の関係からまとめてみた【表 4・表 5】（柴

田, 2022a; 柴田, 2022b）。その結果，＜知人，友人＞と＜親族＞が顕著な減少傾向を示している

ことが分かった。特に，＜配偶者＞が顕著に減少していることが見て取れた。だが，＜親族＞・

＜配偶者＞については，諸外国の先行研究における知見や犯罪学の一般的な知見（潜在化傾向

にあること）などにかんがみると，COVID-19 パンデミック対応下において，日本でもDV が

潜在化傾向にあることが推察される。配偶者からの暴力事案等の検挙件数については近年右肩

上がりであったのだが，2020 年は減少に転じた（法務省法務総合研究所, 2021）。だが，それに

対して，内閣府男女共同参画局に設置された研究会のレポートによれば，令和２年のDV の相

談件数は前年同期の約 1.5 倍に増加していることから（コロナ下の女性への影響と課題に関す

る研究会, 2021），これまでの犯罪学的/被害者学的な知見や、冒頭でみた海外の研究レポートの

報告なども勘案すると，DV の潜在化に向かったという理解をすべきだと思われる。 

 
3 警察庁の『令和２年の刑法犯に関する統計資料』（2021 年８⽉）
（https://www.npa.go.jp/toukei/seianki/R02/r02.zuhyosakuin.htm）［2022 年１⽉ 30 ⽇最終閲
覧］ 
4 ＜万引き＞については，警察庁のオープンデータがないことから，本研究において検証を試みる
ことができなかった。諸外国の先⾏研究における知⾒にかんがみると，地域差があるのではないか
と推察されるので，今後，47 都道府県の犯罪統計の⽇別・⽉別データを時系列分析によって解析
していくことが必要だと思われる。 
5 ⽇本では，諸外国の犯罪動向とは異なり，短期的には，COVID-19 が潜在的犯罪者の動機形成
に与える影響や⼈の流動性の低下による効果がほぼなかったのではないかと推察しているが，た
だ，＜万引き＞と同様の傾向が⽣じている可能性もあるので，今後，47 都道府県の犯罪統計の⽇
別・⽉別データを時系列分析によって解析していくことが必要だと思われる。 
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表 2 最近 10 年間の窃盗の動向（手口別） 
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表 3 最近 10 年間の強盗の動向（手口別） 
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表 4 最近 10 年間の暴行の動向（被疑者と被害者の関係別） 
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表 5 最近 10 年間の傷害の動向（被疑者と被害者の関係別） 
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２ 目的 

 そこで，本研究では，日本国内でも海外と同様の傾向が生じているという仮説のもとに，上

記のデータ分析の結果から「窃盗犯」に的を絞り，①都道府県警察が提供する窃盗犯のオープ

ンデータ（＜ひったくり＞，＜車上ねらい＞，＜部品ねらい＞，＜自動販売機ねらい＞，＜自

動車盗＞，＜オートバイ盗＞，＜自転車盗＞）と，②株式会社Agoopが提供する人流定点観測

データ（全国2万か所以上の人流を定点観測したデータ）などの日別の時系列データを用いて, 

時系列分析（ある一定間隔の時間に対して観測されているデータの周期性や傾向から将来を予

測する手法）を行って，〔a〕犯罪動向の短期的変動における COVID-19 の封じ込め政策の影響

度，〔b〕日常活動理論（機会理論）の妥当性・信頼性，〔c〕海外の調査結果との比較に見る日

本の特徴について検証することにした。 

 

２－１ 機会理論の基礎と課題 

 まずは，本研究が着目する日常活動理論（機会理論）について整理しておきたいと思う。周

知のとおり，CohenとFelsonが提唱したことで知られている日常活動理論（機会理論）は，「潜

在的な犯行者」，「適当なターゲット」である被害者，「監視者の不在」という状況，この3つの

条件がすべて揃ったときに犯罪が発生するというものである（Cohen & Felson, 1979; Felson, 

2002）。この理論が提唱され，注目されるようになった背景には，伝統的な社会学的犯罪原因論

とそれに基づく犯罪対策があるパラドックスに直面していたという事情があった。伝統的な社

会学的犯罪原因論では，貧困などの社会的/経済的な条件の影響を受けて犯罪動機が形成され

ていくという説明のもと，職業訓練や雇用拡大などの経済政策によって人々の生活水準を底上

げすることで，犯罪動機の形成を阻止しようとする対策が提案されてきた 。しかしながら，

1960年代から70年代にかけての英米では，生活水準が大幅に高まっていた一方で，犯罪は増

加の一途を辿っていた（Young, 1999）。このようなパラドックスを解く鍵として，Cohen と

Felsonは，人々の「日常活動」に焦点を当て，自動車の普及や女性の社会進出など，その変化

に着目した。 

 日常活動理論（機会理論）の仮説に立つと，犯罪が発生するための3つの条件のうち，1つ

でも欠けると犯罪が発生しにくくなる。したがって，犯罪リスクをコントロールするためには，

「潜在的な犯行者」への働きかけは必ずしも必要ではなく，「適当なターゲット」である被害者

や「監視者の不在」という状況に働きかければよいという発想につながる6。実際，このことか

ら，日常活動理論（機会理論）は，米国では環境犯罪学，英国では状況的犯罪予防として「被

 
6 Felson は，「犯⾏者は犯罪における⼀つの要素にすぎないのであって，おそらく最も重要である
というわけでもない」とする（Cohen, L.E. and Felson, M., “Social change and crime rate trends: A 
routine activity approach”, American Sociological Review, 44, 1979, pp. 588-608; Felson, M., Crime 
and everyday life., 3rd ed., London: Pine Forge., 2002［＝守⼭正監訳『⽇常⽣活の犯罪学』（⽇本評
論社、2005 年）67 ⾴］）。 
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害者化予防の戦略」を主導してきたという経緯がある（伊藤, 1991）。 

 だが従来，この日常活動理論（機会理論）に対しては批判もみられた。その最大の批判は，

Cohen と Felson の論稿において示されているのが人口統計学的なデータのみであって，この

理論を支持する実証的な根拠が示されていない，というものであった7。この批判は，日常活動

理論（機会理論）の妥当性や信頼性に関する実証的な根拠の乏しさを指摘するものだと理解さ

れる。しかしながら，COVID-19パンデミックへの対応策として世界各国で採用された封じ込め

政策は，あくまでも副次的な効果ではあるが，日常活動理論（機会理論）が着目する犯行者，

被害者，監視者の相互交流に変化をもたらすものであった。すなわち，日常活動理論（機会理

論）からみると，COVID-19パンデミックとその後の世界各国の対応は，世界中でほぼ同時に発

生した，自然発生的な準無作為化対象実験として位置づけられる。実際，StickleとFelsonは，

この状況を「史上最大の犯罪学的実験（the Largest Criminological Experiment）」と評して

いる8。そこで，世界中の犯罪学者が，この機に，日常活動理論（機会理論）の妥当性や信頼性

の検証を試みているというのが現状である。 

 

２－２ 先行研究の動向 

（１）パンデミック直後の2020年から2021年にかけての代表的な研究レポート 

 以下では，COVID-19封じ込め政策が犯罪動向に与えた影響について，日常活動理論（機会理

論）の観点から，海外でどのような分析や検討が行われているのかを確認していきたいと思う。

まずは，街頭犯罪を中心とした，パンデミック直後の2020年から2021年にかけての代表的な

研究レポートに焦点を当てて，その概要をまとめておこう。 

 

①Ashbyの研究    Ashbyは，米国の16の都市（オースティン，バルティモア，ボス

トン，シカゴ，ダラス，ロサンゼルス，ルイビル，メンフィス，ミネアポリス，モン

トゴメリー郡，ナッシュビル，フィラデルフィア，フェニックス，サンフランシスコ，

ツーソン，ワシントンDC）を対象に，各州で自宅待機命令が発令された後の2020年

の初期における犯罪動向の変化について，季節性自己回帰和分移動平均モデル

（Seasonal Autoregressive Integrated Moving Average; SARIMAモデル）による予

測値と警察が記録したオープンデータによる実測値を比較した（Ashby,2020）。その

結果，自宅待機命令が発令された後，住宅侵入盗と車上荒らし等の減少がみられた都

市があったこと，自動車盗は増加した都市が多かったが減少した都市もあったこと，

都市によって犯罪動向にはバラつきがみられ，たとえば，シカゴでは住宅侵入盗と自

動車盗のいずれもが有意に減少していたが，ロサンゼルスでは住宅侵入盗は減少した

 
7 守⼭正「監訳者あとがき」同監訳『⽇常⽣活の犯罪学』（⽇本評論社、2005 年）331 ⾴など。 
8 Stickle B. & Felson M., “Crime Rates in a Pandemic : the Largest Criminological Experiment in 
History”, American Journal of Criminal Justice, 45, 2020, p. 525. 
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一方で，自動車盗が有意に増加したことが明らかになった。 

②Estévez-Sotoの研究   Estévez-Sotoは，メキシコシティを対象に，COVID-19パン

デミックによって生じた犯罪動向の変化について，自己回帰和分移動平均モデル

（Autoregressive Integrated Moving Average; ARIMAモデル）による予測値と検察

庁が提供しているオープンデータによる実測値を比較した（Estévez-Soto,2021）。そ

の結果，国家的なロックダウンが実施された後，ほとんどの犯罪が大幅に減少してい

ることが分かった。また，パンデミック下における公共交通機関の利用者数と犯罪件

数の相関を回帰分析により検証した結果，犯罪の減少の一部が，公共交通機関の利用

者数の減少との相関があることが分かった。 

③Gerellらの研究   Gerellらは，スウェーデンを対象に，政府がCOVID-19パンデミ

ック封じ込め政策を開始してから 10 週間の間に生じた犯罪動向の変化について，前

年の犯罪件数から推定される予測値と警察が記録したデータによる実測値を比較し

た（Gerell et al., 2020）。その結果，封じ込め政策が始まった後，暴行，すり

（pickpocketing），侵入盗を中心に犯罪の総数が減少したこと，多くの犯罪の減少幅

は 5-20%の範囲内であったが，すりは予測値に対して 59.4%ほど減少していたことが

明らかになった。 

④HodgkinsonとAndresenの研究   HodgkinsonとAndresenは，カナダのバンクーバ

ーを対象に，COVID-19パンデミックが財産犯，粗暴犯，迷惑行為（mischief）の犯罪

動向に与えた変化について，警察が提供しているオープンデータを分割時時系列分析

（Interrupted Time Series: TIS）によって分析した（Hodgkinson & Andresen, 2020）。

その結果，一連の封じ込め政策の後，多くの犯罪において減少の傾向が示された。た

とえば，窃盗と車上荒らしなどは例年に比して有意に減少していること，また，自動

車盗が，例年みられるような形での増加をしていなかったことが明らかになった。 

⑤Langtonらの研究   Langtonらは，イングランドおよびウェールズを対象に，全国

的なロックダウンが実施された直後6か月間の犯罪動向について，ARIMAモデルによ

る予測値と警察が提供しているオープンデータによる実測値を比較した（Langton et 

al., 2021）。その結果，ロックダウンによる行動制限が開始された直後の1ヵ月で，

一部の例外（反社会的行動と薬物）を除き，すべての犯罪が急激に減少していること，

その後，行動制限が緩和されていくにつれて犯罪は増加に転じ，特に強盗や自転車盗

等は予測される水準にまで増加したことを特定した。 

⑥PayneとMorganの研究   PayneとMorganは，オーストラリアのクイーンズランド

州を対象に，COVID-19パンデミック発生直後の2020年3月における財産犯（万引き，

侵入盗，詐欺，自動車盗など）の犯罪動向について，ARIMAモデルによる予測値と政

府が提供しているオープンデータによる実績値を比較した（Payne & Morgan, 2020）。

その結果，ロックダウンにより行動制限が課された後，万引き，万引き以外の窃盗，

クレジットカード詐欺には有意な減少が確認された一方で，器物損壊，侵入盗，自動
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車盗には変化がみられなかったことが示された。 

⑦Pietrawska らの研究  Pietrawska らは，ロサンゼルスの市全体の強盗率が 10％減

少したのに対して，食料品店やコンビニエンスストアなど営業を続けている小売店の

強盗が 64％増加したこと，シカゴのレストランで発生した犯罪が危機当初５週間で

74％減少し，市全体の犯罪は35％減少したことなどを特定した（Pietrawska et al., 

2020）。 

⑧Campedelliらの研究  Campedelliらは，ロサンゼルスを対象に，２つの期間（第１

回：2020年３月16日まで，第２回：同年３月28日まで）の犯罪発生状況と，パンデ

ミック前のトレンドに基づいた犯罪発生率をベイズ構造時系列モデル9によって推定

して比較した結果，全体の犯罪率が15％減少していたこと，また，強盗が24％減少，

万引きが14％減少，窃盗が21％減少，暴行は11％減少だったのに対して，DV，自動

車盗，殺人については変化していなかったことなどを明らかにした（Campedelli et 

al., 2020）。 

⑨Felsonらの研究  Felsonらは，デトロイトを対象に，空き巣の発生状況を記述的な

分析で調査した結果，32％減少したことを特定するとともに，その減少率は，複合用

途の土地区画よりも，住宅用途の土地区画のほうがより顕著であったことを明らかに

した。この結果から，空き巣が複合用途の土地区画に転移したと結論づけている

（Felson et al., 2020）。 

⑩Halford らの研究  Halford らは，イングランドとウェールズを対象に，COVID-19

によるロックダウンが英国のある警察管区の犯罪発生率を ARIMA モデルによって推

定して犯罪に与えた影響を分析した結果，ロックダウン後１週間で，すべての犯罪が

劇的に減少し，万引き，窃盗，DV，車上ねらい，暴行，侵入盗（住宅および非住宅）

が減少したことを明らかにした（Halford et al., 2020）。 

⑪Mohler らの研究  Mohler らは，ロサンゼルスとインディアナポリスを対象に，

COVID-19 に関連したロックダウンの前後（2020 年１月２日～LA：４月 18 日まで，

Indy：４月21日まで）での警察への平均的な通報件数（空き巣，暴行，車上ねらい，

DV，破壊行為，交通違反）と，学校，レストラン，バーが閉鎖される前の期間（2020

年１月２日～３月 16 日）と定義したベースライン期間との平均値の差異を検定した

 
9 ベイズ構造時系列モデルは，トレンドや季節性など時系列に存在する異なる成分に加えて，外⽣
変数を取り込むことができる構造時系列モデルである（Scott S. L. & Varian H. R., “Predicting the 
present with Bayesian structural time series”, 5（1-2）International Journal of Mathematical 
Modelling and Numerical Optimisation, 1-21,2014.）。野村総合研究所 DX コンサルティング部（鈴
⽊雄⼤ほか）「ベイズ構造時系列モデルを⽤いた新型コロナウイルスが産業に与える影響の予測」
NRI グループ HP＞新型コロナウイルス対策緊急提⾔第 17 回
（https://www.nri.com/jp/keyword/proposal/20200430）［2022 年１⽉ 31 ⽇最終確認］参照。 
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結果，空き巣や強盗がやや減少し，交通取り締まりが大幅に減少した一方で，車上ね

らいやDVは増加したことなどを明らかにした（Mohler et al., 2020）。 

 

 以上の海外の研究レポートにより示された結果については，①全体的な傾向として，行動制

限が課されたことにより犯罪は減少傾向を示していること，②多くの研究で財産犯の減少が報

告されているが，犯罪類型や手口によってバラツキもみられること，③自動車盗のように，行

動制限措置の影響がみられなかった都市/地域もあったということ，④行動制限が緩和される

ことで，多くの犯罪は増加に転じたこと，などが一定の共通項としてみられる。 

 もっとも，このような一定の共通性がみられるとはいえ，これらの調査研究は，それぞれの

国と地域で独立して行われたものであるから，季節性パターンや封じ込め政策などの条件が共

通しているわけではない。したがって，上記①ないし④について，「世界に共通した傾向であ

る」と言うためには統計学的にある程度コントロールする必要が生じる。 

 

（２）Nivetteらによるグローバルな計量的比較研究 

 そこで注目されるのが，2021年に発表されたNivetteらの研究レポートである。これは，ケ

ンブリッジ大学・暴力リサーチセンターに立ち上げられたプロジェクトチームによる調査研究

の成果であり，世界中の多くの国と地域を対象に，季節性パターンなどの諸条件をコントロー

ルして犯罪データの分析を行ったものである。Nivetteらは，その第1レポートで，世界23か

国 27 都市の日別犯罪データの分割時時系列分析とメタアナリシスの結果を発表している

（Nivette et al., 2021）。その結果は，大要，以下のとおりである。 

 

①＜暴行＞は自宅待機規制の実施によって，日常的なものが35％減少した。 

②＜強盗＞は効果の大きさは都市によって異なるが，自宅待機規制後に一日の発生件数

が統計的に有意に増加した都市はなく，制限後の変化の平均的な大きさは 46％であっ

た。 

③＜侵入盗＞については，効果の大きさの分布は，自宅待機規制後の一日の発生件数が

84％減少したもの（リマ）から，38％増加したもの（サンフランシスコ）までバラツキ

があり，地域差があった。 

④＜窃盗＞はデータのあるすべての都市において，自宅待機規制後の一日の発生件数が

大幅に減少していたが，都市間の不均一性が大きかった。 

⑤＜自動車盗＞は都市間の平均減少率が39％であったが，窃盗と同様に，都市間での効

果の不均一性が示されており，18都市のうち8都市では，規制後の発生件数に統計上

有意な変化が見られなかった。 

  

 なお，＜窃盗＞や＜強盗＞などについては，「必要のない」移動や活動をより厳しく制限する

ことによって，犯罪の減少が統計上有意に大きくなるということがこの研究から分かっている。 
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 ところで，Nivette らのグローバル研究では，各国の封じ込め政策によって実際に生じた人

流の変化と犯罪動向の関係を明らかにするために，Google 社が提供している位置情報データ

（COVID-19コミュニティモビリティレポート）を活用した分析を行っている。この分析の結果

から，人流の変化は，封じ込め政策の強度におおむね対応しており（行動制限が厳しければ厳

しいほど人流は抑制される），公共空間の利用が減少するほど，それだけ犯罪も大きく減少す

ることが明らかになっている。このことは，公共空間における人流を抑制した結果として人々

の日常活動が変化し，それによって犯罪機会にも変動が生じ，犯罪が減少するということを示

している。この点も踏まえ，Nivetteらは，「犯罪動向は機会構造や制約の変化に素早く反応す

るということ…を示す強力な証拠が得られた」と指摘している（Nivette et al., 2021）。 

 Stickle と Felson も指摘しているように，少なくとも封じ込め政策が実施された直後に，

犯罪を動機づける要因（経済状況など）に劇的な変化があったわけではない（Stickle & Felson, 

2020）。それにもかかわらず一部の犯罪が封じ込め政策に即座に反応したということは，人流

の人為的な変化によって犯罪機会の構造にも変化があったとみるのが自然であろう。そうであ

れば，COVID-19封じ込め政策が犯罪動向に与えた影響を分析する際には，人流の変化が犯罪機

会にどのような変化を与えたのか，という視点が鍵になる。 

 

（３）人流の変化による犯罪機会の変化と効果的な社会安全政策（被害予防策） 

 以上，海外の先行研究をレビューして現段階までに分かったのは，各国の政府が自宅待機政

策を行ったことによって，人の流動性（人流）が急激に低下した結果，窃盗などの街頭犯罪が

減少したが，これは主にターゲットとなる潜在的被害者の低下と有能な監視者の増加によると

考えられていることである。上述のとおり，Nivette らは，犯罪水準は機会構造や制約の変化

に素早く反応する一方で，加害者の動機の大規模な変化を必ずしも必要としないことを示す強

力な証拠が得られたと考察しているわけだが（Nivette et al., 2021），このような分析結果

や考察が意味するものは，短期的には加害者の動機づけに働きかける政策（典型的には重罰化

政策）だけが効果的な社会安全政策（被害予防策）ではないということだと解される。「格好の

ターゲット」となる潜在的被害者に対する働きかけや，「監視者」の動員によって犯罪の減少を

目指す日常活動理論（機会理論）が，CPTED や状況的犯罪予防などの社会安全政策（被害予防

策）と結びついてきたという犯罪学的/被害者学的な背景があるが，日本でも海外と同様の傾

向が確認されれば，このような社会安全政策（被害予防策）の有効性が日本でもこれまで以上

に高まるものと考えられる。 

 

（４）日本の先行研究からみえてくること 

 では，COVID-19パンデミック下における日本の犯罪動向も海外と同様の傾向にあるのかとい

うことについて，日本の先行研究からも確認していこう。 

 『令和4年版犯罪白書』では，COVID-19パンデミック下の主要な犯罪の動向に関し，①刑法

犯認知件数の月別推移の比較，②パンデミック前の平均値を100とした場合の，パンデミック
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下の認知件数の指数の比較，③主要ターミナル駅（東京駅，大阪駅，名古屋駅，博多駅，札幌

駅）付近の滞在人口の推移と刑法犯認知件数の比較を行った（法務省法務総合研究所，2022）。

その結果から，［1］刑法犯認知件数の7割弱を占める＜窃盗＞は，主要ターミナル駅滞在人口

の増減にともなった形でその増減を示しており，全国に緊急事態宣言が発令されていた 2020

年5月に顕著な減少が見られたこと，［2］＜路上強盗＞や＜自転車盗＞などの主な街頭犯罪に

ついては，一定の時期に，特に顕著な減少が見られたことなどが報告している。 

 島田貴仁は，2020年2月から6月までの21週のGoogleモビリティデータおよび刑法犯9種

類（住宅侵入盗，非住宅侵入盗，路上強盗・ひったくり，自動車盗，オートバイ盗，自転車盗）

の2016年1月から6月までの236週のデータを用いたパネルデータ分析を行った。その結果，

緊急事態宣言が発令された地域では住宅や駅・職場での滞在人数が変化し，同時に，住宅侵入

盗や暴行傷害が減少したことを明らかにしている（島田，2021a; 島田，2021b）。 

 また，筆者らは，都道府県警察が提供しているオープンデータより，2018年から2020年の

窃盗犯（一部手口）の日別データをもとに，SARIMAモデルから導かれる予測値と実測値を比較

した結果，全国に緊急事態宣言が発出されていた2020年 4月16日から5月14日において，

〈ひったくり〉が19.6%，〈自動販売機ねらい〉が19.9%，〈自動車盗〉が8.3%，〈自転車盗〉が

31.7%の減少幅であったことを析出した（柴田 & 山梨, 2023）。 

 日本の先行研究をみる限り，日本も海外と同様，緊急事態宣言の副次的な影響によって，窃

盗などの街頭犯罪を中心とした犯罪動向が減少傾向にあったものと解される。だが，海外の先

行研究によって示されている「犯罪の類型・手口や地域によるバラツキ」，「行動制限緩和後の

増加傾向」についてはまだ検証がなされておらず，それらの解明が課題として残されている。 

 

３ 方法 

（１）分析の対象と方法について 

 そこで，筆者らは，①都道府県警察が提供する窃盗犯のオープンデータ（＜ひったくり＞，

＜車上ねらい＞，＜部品ねらい＞，＜自動販売機ねらい＞，＜自動車盗＞，＜オートバイ盗＞，

＜自転車盗＞）と，②株式会社Agoopが提供する人流定点観測データ（全国2万か所以上の人

流を定点観測したデータ） などの日別の時系列データを対象に，これらを用いて，以下の形で

分析を行うことを当初計画した。 

 

［分析❶］対象①の平成30年（2018年）・令和元年（2019年）の時系列データから，人

流を抑制していない状況下での減少実績に基づいたトレンドでの予測モデルを作

成して，その予測値と人流が抑制されている状況下での令和2年（2020年）の実績

値のズレ（残差）を計測し，その残差と人流低下の実績値の関連を明らかにする。 

［分析❷］対象①・②の令和元年（2019年）から令和3年（2021年）までの多変量の時

系列データから，人流の回復状況を加味したトレンドでの予測モデルを作成して，

人流の増減率などから窃盗の発生率を示す仕組みを構築する。 
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［分析❸］分析❶・❷の結果を踏まえて，日常活動理論の妥当性・信頼性を考察すると

ともに，海外の調査結果と比較して，日本の特徴を抽出し総括する。 

 

 ただ，筆者らは，本研究報告書において，分析❷において，対象①の平成30年（2018年）

から令和3年（2021年）までの時系列データで構築した予測モデルで分析した結果を示すこと

にした。その理由は，1 つ目には，対象②のデータは市区町村を単位としたものであるが，市

区町村単位の予測モデルだと対象①の犯罪データがさらに細分化されることになり，海外の主

要都市の調査結果との比較から日本国内の特徴を抽出するのに適さないからである。2 つ目に

は，令和3年（2021年）も引き続きコロナ禍で緊急事態宣言やまん延防止等重点措置がたびた

び発出されたことから，人流の変化状況を加味したトレンドでの予測モデルを構築する上で，

対象①の平成30年（2018年）から令和3年（2021年）までの時系列データを活用した方が最

適な分析結果を示すことができるからである［なお，対象①・②の令和元年（2019年）から令

和3年（2021年）までの多変量の時系列データから作成した，人流の回復状況を加味したトレ

ンドでの予測モデルについては，下記の補論を参照］。そこで，本研究報告書では，分析❷を次

のような形で分析を行った次第である。 

 

［分析❷］対象①の平成30年（2018年）から令和3年（2021年）までの時系列データ

から，その予測値と人流が回復してきている状況下での令和4年（2022年）の実績

値のズレ（残差）を計測し，その残差と人流「回復」の実績値の関連を明らかにす

る。 

 

 なお、対象②の人流観測データについては、分析❶・❷にそれぞれ関連させる形で、「2020年

及び2021年の緊急事態宣言期間中における人流の変化」と「2022年における人流の変化」の

分析結果を示している。 

 

（２）予測モデルの構築について 

 予測モデルについては，窃盗犯の日別の犯罪数（寡多）や分析の期間などに応じて，自己回

帰和分移動平均モデル（Autoregressive Integrated Moving Average; ARIMAモデル）と季節

性自己回帰和分移動平均モデル（Seasonal Autoregressive Integrated Moving Average; 

SARIMAモデル）を適宜選択して最適なモデルを構築することにした（なお，予測モデルの構築

には，Oracle Crystal BallのVer. 11.1.3を用いた）。なお，解析にあたり，起こりうる件数

を乱数により試行する「モンテカルロ・シミュレーション」を行った（試行回数は「10,000回」

に設定した）。 

 

（３）分析❶における緊急事態宣言期間の設定について 

 分析❶において対象とする2020年及び2021年の緊急事態宣言期間（なお，一部の期間・県
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においては，まん延防止等重点措置期間）については，以下のような形で，４つの区分で設定

することにした。 

［第１区分］埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県は「2020年 4月7日から2020年 5月

25日まで」とし，京都府，大阪府，兵庫県は「2020年 4月16日から2020年 5月

21日まで」とした。 

［第2区分］埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県は「2021年1月8日から2021年3月

21日まで」とし，京都府，大阪府，兵庫県は「2021年 1月14日から2021年 2月

28日まで」とした。 

［第3区分］東京都，京都府，大阪府，兵庫県は「2021年4月25日から2021年6月20

日まで」の「緊急事態宣言」期間とし，埼玉県，千葉県，神奈川県は「2021年4月

25日から2021年6月20日まで」の「まん延防止等重点措置」期間とした。 

［第4区分］東京都は「2021年7月12日から2021年9月30日まで」とし，埼玉県，

千葉県，神奈川県，大阪府は「2021年8月2日から2021年9月30日まで」とし，

京都府，兵庫県は「2021年8月20日から2021年9月30日まで」とした。 

 

（４）本研究報告書で分析の対象とする都道府県について 

 筆者らは，本研究期間中，「①都道府県警察が提供する窃盗犯のオープンデータ（＜ひったく

り＞，＜車上ねらい＞，＜部品ねらい＞，＜自動販売機ねらい＞，＜自動車盗＞，＜オートバ

イ盗＞，＜自転車盗＞）」を用いて，全都道府県を対象に分析を行った。ただ，本研究報告書で

は，［1］以下で対象とする都府県の犯罪発生数の割合が，全都道府県（全国）の犯罪発生数の

半数以上を占めていること（＜ひったくり＞については表6，＜車上ねらい＞については表7，

＜部品ねらい＞については表 8，＜自動販売機ねらい＞については表 9，＜自動車盗＞につい

ては表 10，＜オートバイ盗＞については表 11，＜自転車盗＞については表 12 を参照），［2］

本研究報告書の紙幅（字数）の関係から，47全都道府県の分析結果を示すことができないこと

から，対象を「埼玉県」，「千葉県」，「東京都」，「神奈川県」，「京都府」，「大阪府」，「兵庫県」

の7都府県に絞って，分析（報告）を行うことにした。 

 

（５）増減率について 

 分析❶においては，人流を抑制していない状況（2018年 1月1日～2020年3月1日）下で

のトレンドで推定した予測値と，人流が抑制された期間（上記（3）の4つの区分）に計測した

実績値とのズレ（残差）を，「増減率」として計算した。また，分析❷においては，人流が抑制

された期間（上記（3）の4つの区分）を含む過去4年間（2018年1月1日～2021年12月31

日）のトレンドで推定した予測値と，緊急事態宣言を発出しなかった2022年の各月（2022年

1 月 1 日～同年 12 月 31 日）に計測した実績値とのズレ（残差）を，「増減率」として計算し

た。 

 「増減率」は， 
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実績値〔一定の指定期間〕の総和÷予測値〔同期間〕の総和×100［％換算］－100.0 

により算出した。 

 

（６）「人流の変化」の分析について 

 筆者らが入手した人流定点観測データは，0 時から 23 時までの 1 時間ごとの時間別の時系

列データであり，47都道府県の全市区町村のものである。日別の「人流の変化」を分析するに

あたり，時間別の時系列データの総和から平均値を算出し，それを1日あたりのデータとした。

なお，（４）で示したように，本研究報告書で分析の対象とするのは7都府県であり，分析は都

道府県単位であることから，各都府県の全市区町村における時間別の時系列データの総和から

平均値を算出している。 

 人流観測データは，＜同一市区町村＞，＜●●都府県内＞，＜●●都府県外＞という3つの

居住地区分別人数に分かれる。＜同一市区町村＞は，居住地の市区町村内に留まった人数であ

り，＜●●都府県内＞は，居住地がある市区町村から移動したが，居住地がある都府県内に留

まった人数であり，＜●●都府県外＞は，居住地がある都府県から移動して，他の都道府県に

留まった人数である。 

 本分析では，令和元年（2019 年）の日別データをそれぞれ 100 として指数化し，令和 2 年

（2020年）から令和4年（2022年）の日別データを月日にあわせて比較している（たとえば，

2019年1月31日と2020年1月31日を比較するという形になる。なお，この場合，曜日や祝

日がずれることになる）。 
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表6 2018 年～2022 年の＜ひったくり＞の動向 
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表7 2018 年～2022 年の＜車上ねらい＞の動向 
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表8 2018 年～2022 年の＜部品ねらい＞の動向 
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表9 2018 年～2022 年の＜自動販売機ねらい＞の動向 
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表10 2018 年～2022 年の＜自動車盗＞の動向 
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表11 2018 年～2022 年の＜オートバイ盗＞の動向 
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表12 2018 年～2022 年の＜自転車盗＞の動向 
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４ 結果 

４－１ 2020年及び2021年の緊急事態宣言期間中における人流の変化 

 まずは，2020年及び2021年の緊急事態宣言期間中における人流の変化から見ていきたいと

思う。 

 

（１）第1区分［図12～図18］ 

 第1区分の期間は，対象とした7都府県において，都府県外からの流入が大幅に低下してお

り，他方で，居住地の＜市区町村内＞に留まっている傾向が見てとれる。同一都府県内での移

動はあるものの，2019年に比べると鈍かった。 

 

（２）第2区分［図19～図25］ 

 第2区分の期間は，対象とした7都府県において，同一都府県内からの移動がかなり回復し

てきたことが見てとれる。また，都道府県外からの流入に関しては，東京都を除いて，まだ鈍

い傾向にあった。東京都に関しては，＜東京都外＞からの流入が＜東京都内＞とほぼ同じ比率

で推移しており，人流がかなり回復している。 

 

（３）第3区分［図26～図32］ 

 第3区分の期間は，第2区分の期間と同様に，対象とした7都府県において，同一都府県内

からの移動がかなり回復していることが見てとれる。また，都道府県外からの流入に関しても，

東京都を除いて，まだ鈍い傾向にあった。東京都に関しては，ゴールデンウィークの期間を除

いて，＜東京都外＞からの流入が＜東京都内＞とほぼ同じ比率で推移していた。 

 

（４）第4区分［図33～図39］ 

 第4区分の期間は，第2区分・第3区分の期間と同様に，対象とした7都府県において，同

一都府県内からの移動がかなり回復していることが見てとれる。また，都道府県外からの流入

に関しても，埼玉県，東京都，兵庫県を除いて，まだ鈍い傾向にあった。なお，埼玉県と兵庫

県については，2019年比では多少低くなるものの，かなり回復していた。また，東京都に関し

ては，＜東京都外＞からの流入が＜東京都内＞とほぼ同じ比率で推移していた。 
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図12 【埼玉県】第 1 区分における人流の変化 

 

 

図13 【千葉県】第 1 区分における人流の変化 
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図14 【東京都】第 1 区分における人流の変化 

 

 

図15 【神奈川県】第 1 区分における人流の変化 
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図16 【京都府】第 1 区分における人流の変化 

 

 

図17 【大阪府】第 1 区分における人流の変化 
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図18 【兵庫県】第 1 区分における人流の変化 
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図19 【埼玉県】第 2 区分における人流の変化 

 

 

図20 【千葉県】第 2 区分における人流の変化 
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図21 【東京都】第 2 区分における人流の変化 

 

 

図22 【神奈川県】第 2 区分における人流の変化 
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図23 【京都府】第 2 区分における人流の変化 

 

 

図24 【大阪府】第 2 区分における人流の変化 
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図25 【兵庫県】第 2 区分における人流の変化 
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図26 【埼玉県】第 3 区分における人流の変化 

 

 

図27 【千葉県】第 3 区分における人流の変化 
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図28 【東京都】第 3 区分における人流の変化 

 

 

図29 【神奈川県】第 3 区分における人流の変化 
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図30 【京都府】第 3 区分における人流の変化 

 

 

図31 【大阪府】第 3 区分における人流の変化 
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図32 【兵庫県】第 3 区分における人流の変化 
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図33 【埼玉県】第 4 区分における人流の変化 

 

 

図34 【千葉県】第 4 区分における人流の変化 

 

 

 

 



40 

図35 【東京都】第 4 区分における人流の変化 

 

 

図36 【神奈川県】第 4 区分における人流の変化 
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図37 【京都府】第 4 区分における人流の変化 

 

 

図38 【大阪府】第 4 区分における人流の変化 
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図39 【兵庫県】第 4 区分における人流の変化 
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４－２ 2020年及び2021年の緊急事態宣言期間中における窃盗犯の動向 

 分析した結果は，以下のとおりである。＜ひったくり＞，＜車上ねらい＞，＜部品ねらい＞，

＜自動販売機ねらい＞，＜自動車盗＞，＜オートバイ盗＞，＜自転車盗＞の順に，各都府県の

動向を整理していこう。 

 

（１）ひったくり［表40］ 

 ＜ひったくり＞については，2020年及び2021年の緊急事態宣言期間中，一貫して減少して

いたが，2020年の緊急事態宣言期間中に比べると2021年の緊急事態宣言期間中は，増減率に

はバラツキが多少あるものの，さらに減少する傾向がみられた。 

 埼玉県については，2020年の緊急事態宣言期間中は41.8％減少していたが，2021年1月～

3月の緊急事態宣言期間中は66.6％減，4月～6月のまん延防止等重点措置期間中は92.9％減，

8月～9月末の緊急事態宣言期間中は69.5％減となった。減少率は，最大で51.1ポイント変動

していた。 

 千葉県については，2020年の緊急事態宣言期間中は14.7％減少していたが，2021年1月～

3月の緊急事態宣言期間中は49.9％減，4月～6月のまん延防止等重点措置期間中は81.7％減，

8月～9月末の緊急事態宣言期間中は73.9％減となった。減少率は，最大で67.0ポイント変動

していた。 

 東京都については，2020年の緊急事態宣言期間中は53.8％減少していたが，2021年1月～

3月の緊急事態宣言期間中は75.7％減，4月～6月の緊急事態宣言期間中は81.7％減，7月～9

月末の緊急事態宣言期間中は73.9％減となった。減少率は，最大で29.8ポイント変動してい

た。 

 神奈川県については，2020年の緊急事態宣言期間中は14.4％減少していたが，2021年1月

～3月の緊急事態宣言期間中は56.5％減，4月～6月のまん延防止等重点措置期間中は80.4％

減，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は93.8％減となった。減少率は，最大で79.4ポイント

変動していた。 

 京都府については，2020 年の緊急事態宣言期間中は 45.6％減少だったが，2021 年 1 月～2

月の緊急事態宣言期間中は 86.2％減，4 月～6 月の緊急事態宣言期間中は 55.3％減，8 月～9

月末の緊急事態宣言期間中は84.8％減となった。減少率は，最大で40.6ポイント変動してい

た。 

 大阪府については，2020年の緊急事態宣言期間中は7.0％減少していたが，2021年1月～2

月の緊急事態宣言期間中は 67.2％減，4 月～6 月の緊急事態宣言期間中は 41.3％減，8 月～9

月末の緊急事態宣言期間中は66.5％減となった。減少率は，最大で59.5ポイント変動してい

た。 

 兵庫県については，2020年の緊急事態宣言期間中は45.3％減少していたが，2021年1月～

2月の緊急事態宣言期間中は71.5％減，4月～6月の緊急事態宣言期間中は94.2％減，8月～9

月末の緊急事態宣言期間中は100.0％減となった。減少率は，最大で54.7ポイント変動してい
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た。 

 

表40 2020 年及び 2021 年の緊急事態宣言期間中における＜ひったくり＞の動向 
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（２）車上ねらい［表41］ 

 ＜車上ねらい＞の増減率については，地域によってバラツキが見られた。2020年の緊急事態

宣言期間中は，埼玉県，東京都，京都府，大阪府，兵庫県でだいたい 10%前後～30％超の減少

が確認されたのに対して，神奈川県では38.3%増加していた。 

 2021 年については，1 月～2 月・3 月にかけての緊急事態宣言期間中，東京都，大阪府，兵

庫県で大幅な減少が見られたのに対して，神奈川県や京都府では増加していた。また，4月25

日～6月20日の緊急事態宣言期間（なお，埼玉県，千葉県，神奈川県は「まん延防止等重点措

置」期間）は，東京都，京都府，大阪府，兵庫県で大幅に減少していたのに対して，千葉県は

増加していた。さらに，7月・8月～9月末の緊急事態宣言期間中は，千葉県を除く都府県で減

少していた。 

 では各都府県について見ていくと，埼玉県については，2020 年の緊急事態宣言期間中は

22.5％減少していたが，2021年1月～3月の緊急事態宣言期間中は13.5％減，4月～6月のま

ん延防止等重点措置期間中は 0.6％減，8 月～9 月末の緊急事態宣言期間中は 20.9％減となっ

た。増加率は，最大で20.9ポイント変動していた。 

 千葉県については，2020年の緊急事態宣言期間中は13.4％増加していたが，2021年1月～

3月の緊急事態宣言期間中は0.5％減に転じるものの，4月～6月のまん延防止等重点措置期間

中は 24.0％増，8 月～9 月末の緊急事態宣言期間中は 15.8％増となった。2021 年中の増減率

は，最大で24.5ポイント変動していた。 

 東京都については，2020年の緊急事態宣言期間中は14.7％減少していたが，2021年1月～

3月の緊急事態宣言期間中は23.4％減，4月～6月の緊急事態宣言期間中は27.8％減，7月～9

月末の緊急事態宣言期間中は22.1％減となった。減少率は，最大で13.1ポイント変動してい

た。 

 神奈川県については，2020年の緊急事態宣言期間中は38.3％増加していたが，2021年1月

～3 月の緊急事態宣言期間中は 25.9％増，4 月～6 月のまん延防止等重点措置期間中は一転し

て 4.1％減，8 月～9 月末の緊急事態宣言期間中は減少率がさらに進み 26.8％減となった。増

減率は，最大で65.1ポイント変動していた。 

 京都府については，2020年の緊急事態宣言期間中は9.8％減少だったが，2021年1月～2月

の緊急事態宣言期間中は5.4％増，4月～6月の緊急事態宣言期間中は51.1％減，8月～9月末

の緊急事態宣言期間中は39.0％減となった。増減率は，最大で60.9ポイント変動していた。 

 大阪府については，2020年の緊急事態宣言期間中は13.8％減少していたが，2021年1月～

2月の緊急事態宣言期間中は35.8％減，4月～6月の緊急事態宣言期間中は37.7％減，8月～9

月末の緊急事態宣言期間中は13.5％減となった。減少率は，最大で23.9ポイント変動してい

た。 

 兵庫県については，2020年の緊急事態宣言期間中は35.3％減少していたが，2021年1月～

2月の緊急事態宣言期間中は65.8％減，4月～6月の緊急事態宣言期間中は47.6％減，8月～9

月末の緊急事態宣言期間中は55.0％減となった。減少率は，最大で30.5ポイント変動してい
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た。 

 

表41 2020 年及び 2021 年の緊急事態宣言期間中における＜車上ねらい＞の動向 
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（３）部品ねらい［表42］ 

 ＜部品ねらい＞の増減率については，地域や期間において大きなバラツキが見られた。たと

えば，東京都は，2020年及び2021年の緊急事態宣言期間中，一貫して増加していたのに対し

て，京都府は，2021年の緊急事態宣言期間中，40％超低下していた。 

 各都府県について見ていくと，埼玉県については，2020年の緊急事態宣言期間中は5.0％減

少していたが，2021年1月～3月の緊急事態宣言期間中は6.6％減，4月～6月のまん延防止等

重点措置期間中は1.6％増，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は7.3％増となった。増減率は，

最大で13.9ポイント変動していた。 

 千葉県については，2020年の緊急事態宣言期間中は1.1％増加していたが，2021年1月～3

月の緊急事態宣言期間中は11.3％減に転じるものの，4月～6月のまん延防止等重点措置期間

中は1.7％減，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は12.2％増となった。2021年中の増減率は，

最大で23.5ポイント変動していた。 

 東京都については，2020 年の緊急事態宣言期間中は 30.8％増加しており，2021 年 1 月～3

月の緊急事態宣言期間中は3.1％増，4月～6月の緊急事態宣言期間中は46.3％増，7月～9月

末の緊急事態宣言期間中は 5.9％増となった。2021 年中の増加率は，最大で 43.2 ポイント変

動していた。 

 神奈川県については，2020年の緊急事態宣言期間中は6.9％減少していたが，2021年1月～

3 月の緊急事態宣言期間中は一転して 13.4％増加するが，4 月～6 月のまん延防止等重点措置

期間中はさらに一転して 24.2％減，8 月～9 月末の緊急事態宣言期間中は 23.0％減となった。

2021年中の増減率は，最大で37.6ポイント変動していた。 

 京都府については，2020 年の緊急事態宣言期間中は 6.5％増加だったが，2021 年は一転し

て，2021年1月～2月の緊急事態宣言期間中は40.7％減，4月～6月の緊急事態宣言期間中は

47.7％減，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は43.2％減となった。増減率は，最大で54.2ポ

イント変動していた。 

 大阪府については，2020年の緊急事態宣言期間中は0.1％減少していたが，2021年1月～2

月の緊急事態宣言期間中は9.4％減，4月～6月の緊急事態宣言期間中は24.7％減となったが，

8月～9月末の緊急事態宣言期間中は一転して15.7％増となった。2021年中の増減率は，最大

で40.4ポイント変動していた。 

 兵庫県については，2020年の緊急事態宣言期間中は5.8％減少していたが，2021年は減少率

が若干進み，2021年1月～2月の緊急事態宣言期間中は11.0％減，4月～6月の緊急事態宣言

期間中は16.6％減，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は18.3％減となった。減少率は，最大

で12.5ポイント変動していた。 
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表42 2020 年及び 2021 年の緊急事態宣言期間中における＜部品ねらい＞の動向 
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（４）自動販売機ねらい［表42］ 

 ＜自動販売機ねらい＞の増減率については，関東と関西で大きな違いが見られた。京都府，

大阪府，兵庫県は減少していた（特に，京都府，兵庫県は大幅な低下率となった）のに対して，

東京都は，7 月～9 月末の緊急事態宣言期間を除いて，200％前後の大幅な増加率を記録した。

埼玉県は，2020 年の緊急事態宣言期間中，大幅に減少していたが，2021 年以降は一転して増

加した。千葉県は，2020年の緊急事態宣言期間と1月～3月の緊急事態宣言期間中，大幅に増

加していたが，その後の期間では減少に転じた。神奈川県は，4 月～6 月のまん延防止等重点

措置期間と8月～9月末の緊急事態宣言期間中，大幅に減少していた。 

 各都府県について見ていくと，埼玉県については，2020 年の緊急事態宣言期間中は 28.4％

減少していたが，2021 年も同様に，1月～3月の緊急事態宣言期間中は27.9％減，4月～6 月

のまん延防止等重点措置期間中は43.3％増，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は26.4％増と

なった。増減率は，最大で74.2ポイント変動していた。 

 千葉県については，2020年の緊急事態宣言期間中は149.0％増加しており，2021年1月～3

月の緊急事態宣言期間中も88.4％増加していたが，それ以降は一転して，4月～6月のまん延

防止等重点措置期間中は 27.1％減，8 月～9 月末の緊急事態宣言期間中は 18.8％減となった。

増減率は，最大で176.1ポイント変動していた。 

 東京都については，2020年の緊急事態宣言期間中は198.2％増加しており，2021年1月～3

月の緊急事態宣言期間中は227.5％増，4月～6月の緊急事態宣言期間中は261.2％増，7月～

9月末の緊急事態宣言期間中は56.3％増となった。増加率は，最大で204.9ポイント変動して

いた。 

 神奈川県については，2020年の緊急事態宣言期間中は9.5％減少していたが，2021年1月～

3月の緊急事態宣言期間中は一転して7.1％増加するものの，だが再び減少に転じて4月～6月

のまん延防止等重点措置期間中は39.3％減，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は57.3％減と

なった。2021年中の増減率は，最大で64.4ポイント変動していた。 

 京都府については，2020年の緊急事態宣言期間中は83.6％減少していたが，2021年も減少

が続き，1 月～2 月の緊急事態宣言期間中は 87.6％減，4 月～6 月の緊急事態宣言期間中は

45.0％減，8 月～9 月末の緊急事態宣言期間中は 100.0％減となった。減少率は，最大で 55.0

ポイント上昇していた。 

 大阪府については，2020年の緊急事態宣言期間中は14.5％減少していたが，2021年も減少

が続き，1 月～2 月の緊急事態宣言期間中は 27.1％減，4 月～6 月の緊急事態宣言期間中は

14.8％減，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は37.3％減となった。減少率は，最大で22.8ポ

イント上昇していた。 

 兵庫県については，2020年の緊急事態宣言期間中は66.9減少していたが，2021年も減少が

続き，1月～2月の緊急事態宣言期間中は82.8％減，4月～6月の緊急事態宣言期間中は63.6％

減，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は74.1％減となった。減少率は，最大で19.2ポイント

変動していた。 
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表43 2020 年及び 2021 年の緊急事態宣言期間中における＜自動販売機ねらい＞の動向 
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（５）自動車盗［表44］ 

 ＜自動車盗＞の増減率については，地域や期間において大きなバラツキが見られた。埼玉県

と千葉県については，2020年の緊急事態宣言期間中，1月～3月の緊急事態宣言期間中と4月

～6月のまん延防止等重点措置期間中に，-10%超～-30%超の減少であったのに対して，8月～9

月末の緊急事態宣言期間中は，埼玉県では減少率が縮小していたが，千葉県では6.2%の増加に

転じた。東京都については，2020年の緊急事態宣言期間中と1月～3月の緊急事態宣言期間中，

減少率が-20％台であったが，その後は増加に転じ，7月～9月末の緊急事態宣言期間中に増加

率が 190.7%となった。神奈川県では，2020 年の緊急事態宣言期間中，-26.8%減であったが，

2021 年は一転して大幅な増加となった。京都府では，2020 年の緊急事態宣言期間中，96.3％

増を記録したが，2021年は一転して大幅な減少となった。大阪府，兵庫県については，2020年

及び2021年の緊急事態宣言期間中，（減少率に多少のバラツキがあるものの）おおむね大幅に

減少していた。 

 では各都府県について見ていくと，埼玉県については，2020 年の緊急事態宣言期間中は

28.4％減少していたが，2021 年も減少が続き，1 月～3 月の緊急事態宣言期間中は 27.9％減，

4 月～6 月のまん延防止等重点措置期間中は 36.2％減であったが，8 月～9 月末の緊急事態宣

言期間中は減少率が縮小し8.0％減となった。減少率は，最大で28.2ポイント変動していた。 

 千葉県については，2020年の緊急事態宣言期間中は11.9％減少しており，2021年も続いて，

2021年1月～3月の緊急事態宣言期間中は14.9％減，4月～6月のまん延防止等重点措置期間

中も27.1％減少していたが，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は一転して7.2％増となった。

増減率は，最大で36.9ポイント変動していた。 

 東京都については，2020 年の緊急事態宣言期間中は 24.1％減少しており，2021 年 1 月～3

月の緊急事態宣言期間中も27.9％減少していたが，4月～6月の緊急事態宣言期間中は19.6％

の増加に転じ，7 月～9 月末の緊急事態宣言期間中は 190.7％増となった。増減率は，最大で

218.6ポイント変動していた。 

 神奈川県については，2020年の緊急事態宣言期間中は26.8％減少していたが，2021年は増

加に転じ，1月～3月の緊急事態宣言期間中は23.9％増，4月～6月のまん延防止等重点措置期

間中は34.8％増，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は47.9％増となった。増減率は，最大で

74.7ポイント変動していた。 

 京都府については，2020年の緊急事態宣言期間中は96.3％増加していたが，2021年は減少

に転じ，1 月～2 月の緊急事態宣言期間中は 92.7％減，4 月～6 月の緊急事態宣言期間中は

41.0％減，8 月～9 月末の緊急事態宣言期間中は 27.9％減となった。増減率は，最大で 189.0

ポイント変動していた。 

 大阪府については，2020年の緊急事態宣言期間中は11.0％減少していたが，2021年も減少

が続き，1 月～2 月の緊急事態宣言期間中は 46.0％減，4 月～6 月の緊急事態宣言期間中は

51.5％減となり，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は減少率が縮小して19.2％減となった。

減少率は，最大で41.5ポイント変動していた。 



52 

 兵庫県については，2020年の緊急事態宣言期間中は66.9減少していたが，2021年も減少が

続き，1月～2月の緊急事態宣言期間中は82.8％減，4月～6月の緊急事態宣言期間中は63.6％

減，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は74.1％減となった。減少率が最大で19.2ポイント変

動していた。 

 

表44 2020 年及び 2021 年の緊急事態宣言期間中における＜自動車盗＞の動向 
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（６）オートバイ盗［表45］ 

 ＜オートバイ盗＞の増減率については，地域や期間において大きなバラツキが見られた。 

 埼玉県については，2020年の緊急事態宣言期間中は3.7％増加していたが，2021年は大幅な

減少に転じ，1月～3月の緊急事態宣言期間中は36.8％減，4月～6月のまん延防止等重点措置

期間中は42.6％減，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は減少率が縮小したが22.2％減となっ

た。増減率は，最大で46.3ポイント変動していた。 

 千葉県については，2020年から2021年にかけて一貫して増加しており，2020年の緊急事態

宣言期間中は35.8％増加しており，2021年1月～3月の緊急事態宣言期間中は75.3％増，4月

～6 月のまん延防止等重点措置期間中は 131.2％増，8 月～9 月末の緊急事態宣言期間中は

111.1％増となった。増加率は，最大で95.4ポイント変動していた。 

 東京都については，千葉県と正反対で一貫して減少していた。2020年の緊急事態宣言期間中

は15.7％減少しており，2021年1月～3月の緊急事態宣言期間中も35.5％減，4月～6月の緊

急事態宣言期間中は39.4％減，7月～9月末の緊急事態宣言期間中は43.6％減となった。減少

率は，最大で27.9ポイント変動していた。 

 神奈川県については，埼玉県と同様に，2020年の緊急事態宣言期間中は4.5％増加していた

が，2021 年は減少に転じ，1月～3月の緊急事態宣言期間中は28.7％減，4月～6月のまん延

防止等重点措置期間中は 22.7％減，8 月～9 月末の緊急事態宣言期間中は 24.8％減となった。

増減率は，最大で33.2ポイント変動していた。 

 京都府については，2020年の緊急事態宣言期間中は51.9％増加していたが，2021年には大

幅な減少に転じ，1月～2月の緊急事態宣言期間中は40.6％減，4月～6月の緊急事態宣言期間

中は 21.5％減，8 月～9 月末の緊急事態宣言期間中は 37.9％減となった。増減率は，最大で

89.8ポイント変動していた。 

 大阪府については，2020 年の緊急事態宣言期間中は 7.6％増加していたが，2021 年は微減

し，1月～2月の緊急事態宣言期間中は1.0％減，4月～6月の緊急事態宣言期間中は9.7％減

となり，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は10.9％減となった。増減率は，最大で18.5ポイ

ント変動していた。 

 兵庫県については，2020年の緊急事態宣言期間中は32.0減少していたが，2021年も引き続

き減少が続き，1月～2月の緊急事態宣言期間中は31.8％減，4月～6月の緊急事態宣言期間中

は25.1％減，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は29.8％減となった。減少率は，最大で6.9

ポイント変動していた。 
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表45 2020 年及び 2021 年の緊急事態宣言期間中における＜オートバイ盗＞の動向 
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（７）自転車盗［表46］ 

 ＜自転車盗＞については，2020年及び2021年の緊急事態宣言期間中，一貫して減少してい

たが，2020年の緊急事態宣言期間中に比べると2021年の緊急事態宣言期間中は，京都府を除

いて，減少率が（バラツキが多少あるものの）徐々に低下する傾向にあった。 

 埼玉県については，2020年の緊急事態宣言期間中は38.9％減少していたが，2021年1月～

3月の緊急事態宣言期間中は33.8％減，4月～6月のまん延防止等重点措置期間中は9.0％減，

8月～9月末の緊急事態宣言期間中は13.0％減となった。減少率は，最大で29.9ポイント変動

していた。 

 千葉県については，2020年の緊急事態宣言期間中は42.2％減少していたが，2021年1月～

3月の緊急事態宣言期間中は29.9％減，4月～6月のまん延防止等重点措置期間中は22.8％減，

8月～9月末の緊急事態宣言期間中は21.2％減となった。減少率は，最大で21.0ポイント変動

していた。 

 東京都については，2020年の緊急事態宣言期間中は38.4％減少していたが，2021年1月～

3月の緊急事態宣言期間中は30.6％減，4月～6月の緊急事態宣言期間中は19.6％減，7月～9

月末の緊急事態宣言期間中は17.6％減となった。減少率は，最大で20.8ポイント変動してい

た。 

 神奈川県については，2020年の緊急事態宣言期間中は40.6％減少していたが，2021年1月

～3 月の緊急事態宣言期間中は 33.0％減，4 月～6 月のまん延防止等重点措置期間中は 5.5％

減，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は12.3％減となった。減少率は，最大で35.1ポイント

変動していた。 

 京都府については，他の都府県とは異なり，2020 年の緊急事態宣言期間中は 29.0％減少だ

ったが，2021年1月～2月の緊急事態宣言期間中は31.7％減，4月～6月の緊急事態宣言期間

中は34.2％減，8月～9月末の緊急事態宣言期間中は34.8％減となった。減少率は，最大で5.8

ポイント変動していた。 

 大阪府については，2020年の緊急事態宣言期間中は38.6％減少していたが，2021年1月～

2月の緊急事態宣言期間中は6.6％減，4月～6月の緊急事態宣言期間中は12.0％減，8月～9

月末の緊急事態宣言期間中は 5.1％減となった。減少率は，最大で 33.5 ポイント変動してい

た。 

 兵庫県については，2020年の緊急事態宣言期間中は41.1％減少していたが，2021年1月～

2月の緊急事態宣言期間中は23.1％減，4月～6月の緊急事態宣言期間中は29.0％減，8月～9

月末の緊急事態宣言期間中は 7.6％減となった。減少率は，最大で 23.5 ポイント低下してい

た。 
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表46 2020 年及び 2021 年の緊急事態宣言期間中における＜自転車盗＞の動向 
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４－３ 2022年における人流の変化 

（１）2022年1月1日～2022年4月30日［図47～図53］ 

 2022年1月1日～2022年4月30日における人流に関しては，神奈川県を除いて都府県外か

らの流入が回復していることが見てとれる。神奈川県は，県外からの流入が鈍い傾向にあった。

また，東京都は，＜東京都外＞と＜東京都内＞がほぼ同様の比率で変動をしており，ほぼ回復

していることが分かる。 

 

（２）2022年5月1日～2022年8月31日［図54～図60］ 

 2022年5月1日～2022年8月31日における人流に関しては，対象とした7都府県で，都府

県外からの流入が回復していることが見てとれる。神奈川県は，5 月までは県外からの流入が

鈍い傾向にあったが，6月以降はほぼ回復した。 

 

（３）2022年9月1日～2022年12月31日［図61～図67］ 

 2022年9月1日～2022年12月31日における人流に関しては，東京都を除いて，11月末ま

では都府県外からの流入が回復していることが見てとれる。これら6府県については，12月以

降，府県外からの流入が大幅に低下した。他方で，東京都は，12月以降も＜東京都外＞からの

流入があまり低下することがなかった。 
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図47 【埼玉県】2022 年 1 月 1 日～2022 年 4 月 30 日における人流の変化 

 

 

図48 【千葉県】2022 年 1 月 1 日～2022 年 4 月 30 日における人流の変化 
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図49 【東京都】2022 年 1 月 1 日～2022 年 4 月 30 日における人流の変化 

 

 

図50 【神奈川県】2022 年 1 月 1 日～2022 年 4 月 30 日における人流の変化 
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図51 【京都府】2022 年 1 月 1 日～2022 年 4 月 30 日における人流の変化 

 

 

図52 【大阪府】2022 年 1 月 1 日～2022 年 4 月 30 日における人流の変化 
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図53 【兵庫県】2022 年 1 月 1 日～2022 年 4 月 30 日における人流の変化 
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図54 【埼玉県】2022 年 5 月 1 日～2022 年 8 月 31 日における人流の変化 

 

 

図55 【千葉県】2022 年 5 月 1 日～2022 年 8 月 31 日における人流の変化 
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図56 【東京都】2022 年 5 月 1 日～2022 年 8 月 31 日における人流の変化 

 

 

図57 【神奈川県】2022 年 5 月 1 日～2022 年 8 月 31 日における人流の変化 
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図58 【京都府】2022 年 5 月 1 日～2022 年 8 月 31 日における人流の変化 

 

 

図59 【大阪府】2022 年 5 月 1 日～2022 年 8 月 31 日における人流の変化 
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図60 【兵庫県】2022 年 5 月 1 日～2022 年 8 月 31 日における人流の変化 
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図61 【埼玉県】2022 年 9 月 1 日～2022 年 12 月 31 日における人流の変化 

 

注 2022 年 10 月 12 日～13 日にかけて，＜●●都府県外＞と＜●●都府県内＞のデータが突出して高くなっている

が，これは，2019年10月12日に日本に上陸した令和元年東日本台風の影響によって，2019年10月12日～13日

にかけて人流が大幅に低下したことに起因するものである。 

 

図62 【千葉県】2022 年 9 月 1 日～2022 年 12 月 31 日における人流の変化 

 

注 2022 年 10 月 12 日～13 日にかけて，＜●●都府県外＞と＜●●都府県内＞のデータが突出して高くなっている

が，これは，2019年10月12日に日本に上陸した令和元年東日本台風の影響によって，2019年10月12日～13日

にかけて人流が大幅に低下したことに起因するものである。 
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図63 【東京都】2022 年 9 月 1 日～2022 年 12 月 31 日における人流の変化 

 

注 2022 年 10 月 12 日～13 日にかけて，＜●●都府県外＞と＜●●都府県内＞のデータが突出して高くなっている

が，これは，2019年10月12日に日本に上陸した令和元年東日本台風の影響によって，2019年10月12日～13日

にかけて人流が大幅に低下したことに起因するものである。 

 

図64 【神奈川県】2022 年 9 月 1 日～2022 年 12 月 31 日における人流の変化 

 

注 2022 年 10 月 12 日～13 日にかけて，＜●●都府県外＞と＜●●都府県内＞のデータが突出して高くなっている

が，これは，2019年10月12日に日本に上陸した令和元年東日本台風の影響によって，2019年10月12日～13日

にかけて人流が大幅に低下したことに起因するものである。 
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図65 【京都府】2022 年 9 月 1 日～2022 年 12 月 31 日における人流の変化 

 

注 2022 年 10 月 12 日～13 日にかけて，＜●●都府県外＞と＜●●都府県内＞のデータが突出して高くなっている

が，これは，2019年10月12日に日本に上陸した令和元年東日本台風の影響によって，2019年10月12日～13日

にかけて人流が大幅に低下したことに起因するものである。 

 

図66 【大阪府】2022 年 9 月 1 日～2022 年 12 月 31 日における人流の変化 

 

注 2022 年 10 月 12 日～13 日にかけて，＜●●都府県外＞と＜●●都府県内＞のデータが突出して高くなっている

が，これは，2019年10月12日に日本に上陸した令和元年東日本台風の影響によって，2019年10月12日～13日

にかけて人流が大幅に低下したことに起因するものである。 
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図67 【兵庫県】2022 年 9 月 1 日～2022 年 12 月 31 日における人流の変化 

 

注 2022 年 10 月 12 日～13 日にかけて，＜●●都府県外＞と＜●●都府県内＞のデータが突出して高くなっている

が，これは，2019年10月12日に日本に上陸した令和元年東日本台風の影響によって，2019年10月12日～13日

にかけて人流が大幅に低下したことに起因するものである。 
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４－４ 2022年における窃盗犯の動向（月別） 

（１）ひったくり［表68］ 

 ＜ひったくり＞については，①2022年の実績値が，2018年から2021年までの時系列データ

から作成した予測モデルから作成した予測値よりも増加していた都府県（千葉県，神奈川県，

大阪府，兵庫県）と，②予測値よりもさらに減少していた府県（埼玉県，東京都，京都府）に

分かれた。 

 各都府県について見ていくと，埼玉県は，2022年7月以外の月において，実績値が予測値よ

りも減少していた。 

 千葉県は，2022年2月，3月，4月，11月以外の月において，実績値が予測値よりも増加し

ていた。 

 東京都は，2022年1月，2月，3月，5月，11月，12月において，実績値が予測値よりも減

少していた。 

 神奈川県は，2022年1月，2月，12月以外の月において，実績値が予測値よりも減少してい

た。 

 京都府は，2022年1月，10月以外の月において，実績値が予測値よりも減少していた。 

 大阪府は，2022年6月，12月以外の月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 兵庫県は，2022年5月，6月，8月以外の月において，実績値が予測値よりも増加していた。 
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表68 2022 年における＜ひったくり＞の動向 
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（２）車上ねらい［表69］ 

 ＜車上ねらい＞については，埼玉県を除いた都府県で，2022年の実績値が，2018年から2021

年までの時系列データから作成した予測モデルから作成した予測値よりも増加していた。 

 各都府県について見ていくと，埼玉県は，2022年3月，4月，9月以外の月において，実績

値が予測値よりも減少していた（なお，2022年3月，4月，9月においても，増加率は高くな

かった）。 

 千葉県は，2022年12月以外の月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 東京都は，2022 年 7 月，8 月，12 月以外の月において，実績値が予測値よりも増加してい

た。 

 神奈川県は，2022年のすべての月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 京都府は，2022年3月以外の月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 大阪府は，2022年のすべての月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 兵庫県は，2022年2月，3月以外の月において，実績値が予測値よりも増加していた。 
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表69 2022 年における＜車上ねらい＞の動向 
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（３）部品ねらい［表70］ 

 ＜部品ねらい＞については，兵庫県を除いた都府県で，2022年の実績値が，2018年から2021

年までの時系列データから作成した予測モデルから作成した予測値よりも増加していた。 

 各都府県について見ていくと，埼玉県は，2022年12月以外の月において，実績値が予測値

よりも増加していた。 

 千葉県は，2022年のすべての月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 東京都は，2022年12月以外の月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 神奈川県は，2022年のすべての月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 京都府は，2022年2月，7月，9月，12月以外の月において，実績値が予測値よりも増加し

ていた。 

 大阪府は，2022年のすべての月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 兵庫県は，2022年5月，6月，9月，11月以外の月において，実績値が予測値よりも減少し

ていた。 
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表70 2022 年における＜部品ねらい＞の動向 
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（４）自動販売機ねらい［表71］ 

 ＜自動販売機ねらい＞については，京都府を除いた都府県で，2022 年の実績値が，2018 年

から 2021 年までの時系列データから作成した予測モデルから作成した予測値よりも増加して

いた。特に，東京都と大阪府の増加率が顕著に高かった。 

 各都府県について見ていくと，埼玉県は，2022年1月，2月，8月以外の月において，実績

値が予測値よりも増加していた。 

 千葉県は，2022年9月，10月，11月以外の月において，実績値が予測値よりも増加してい

た。 

 東京都は，2022年12月以外の月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 神奈川県は，2022 年 2月，3月，4月，8月以外の月において，実績値が予測値よりも増加

していた。 

 京都府は，2022年1月，8月，9月，10月，11月以外の月において，実績値が予測値よりも

減少していた。 

 大阪府は，2022年のすべての月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 兵庫県は，2022年3月，8月，9月，10月，12月以外の月において，実績値が予測値よりも

増加していた。 
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表71 2022 年における＜自動販売機ねらい＞の動向 
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（５）自動車盗［表72］ 

 ＜自動車盗＞については，①2022年の実績値が，2018年から2021年までの時系列データか

ら作成した予測モデルから作成した予測値よりも増加していた府県（神奈川県，京都府，大阪

府，兵庫県）と，②予測値よりも増加していた月と減少していた月でバラツキがあった都県（埼

玉県，千葉県，東京都）に分かれた。 

 各都府県について見ていくと，埼玉県は，2022年2月，3月，4月，5月，6月，7月，8月

において，実績値が予測値よりも増加していたが，1月，9月，10月，11月，12月においては，

実績値が予測値よりも減少していた。 

 千葉県は，2022 年 1月，3月，4月，5月，9月，11月において，実績値が予測値よりも増

加していたが，2月，6月，7月，8月，10月，12月においては，実績値が予測値よりも減少し

ていた。 

 東京都は，2022年2月，3月，4月，5月，8月，10月，11月において，実績値が予測値よ

りも増加していたが，1月，6月，7月，9月，12月においては，実績値が予測値よりも減少し

ていた。 

 神奈川県は，2022年1月，3月，4月以外の月において，実績値が予測値よりも増加してい

た。 

 京都府は，2022 年 2 月，4 月，11 月以外の月において，実績値が予測値よりも増加してい

た。 

 大阪府は，2022年7月以外の月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 兵庫県は，2022年4月，7月，9月，10月以外の月において，実績値が予測値よりも増加し

ていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



83 

表72 2022 年における＜自動車盗＞の動向 
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（６）オートバイ盗［表73］ 

 ＜オートバイ盗＞については，兵庫県を除いた都府県で，2022 年の実績値が，2018 年から

2021 年までの時系列データから作成した予測モデルから作成した予測値よりも増加していた。 

 各都府県について見ていくと，埼玉県は，2022年のすべての月において，実績値が予測値よ

りも増加していた。 

 千葉県は，2022年のすべての月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 東京都は，2022年3月以外の月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 神奈川県は，2022年1月以外の月において，実績値が予測値よりも増加していた。 

 京都府は，2022年4月，5月，7月，8月，12月以外の月において，実績値が予測値よりも

減少していた。 

 大阪府は，2022 年 1 月，2月，3月，4月以外の月において，実績値が予測値よりも増加し

ていた。 

 兵庫県は，2022年7月，9月以外の月において，実績値が予測値よりも減少していた。 
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表73 2022 年における＜オートバイ盗＞の動向 
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（７）自転車盗［表74］ 

 ＜自転車盗＞については，すべての都府県で，2022年の実績値が，2018年から2021年まで

の時系列データから作成した予測モデルから作成した予測値よりも増加していた（月別でも，

実績値が予測値よりも減少した月がなかった）。 

 

表74 2022 年における＜自転車盗＞の動向 

 



89 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



90 

５ 考察 

（１）分析結果の要旨 

 以上の要旨について，＜ひったくり＞，＜車上ねらい＞，＜部品ねらい＞，＜自動販売機ね

らい＞，＜自動車盗＞，＜オートバイ盗＞，＜自転車盗＞の順にまとめると次のとおりである。 

 

＜ひったくり＞ 

＜ひったくり＞については，2020 年及び 2021 年の緊急事態宣言期間中，一貫して減

少していたが，2020 年の緊急事態宣言期間中に比べると 2021 年の緊急事態宣言期間中

は，減少率にはバラツキが多少あるものの，さらに減少する傾向がみられた。 

それに対して，2022年は，①実績値が，2018年から2021年までの時系列データから

作成した予測モデルから作成した予測値よりも増加していた都府県（千葉県，神奈川県，

大阪府，兵庫県）と，②予測値よりもさらに減少していた府県（埼玉県，東京都，京都

府）に分かれた。 

 

＜車上ねらい＞ 

 ＜車上ねらい＞の増減率については，地域によってバラツキが見られた。2020年の緊

急事態宣言期間中は，埼玉県，東京都，京都府，大阪府，兵庫県でだいたい 10%前後～

30％超の減少が確認されたのに対して，神奈川県では38.3%増加していた。2021年につ

いては，1月～2月・3月にかけての緊急事態宣言期間中は，東京都，大阪府，兵庫県で

大幅な減少が見られたのに対して，神奈川県や京都府では増加していた。また，4月25

日～6月20日の緊急事態宣言期間（なお，埼玉県，千葉県，神奈川県は「まん延防止等

重点措置」）は，東京都，京都府，大阪府，兵庫県で大幅に減少していたのに対して，千

葉県は増加していた。さらに，8月～9月末の緊急事態宣言期間については，千葉県を除

く都府県で減少していた。 

 それに対して，2022年は，埼玉県を除いた都府県で，実績値が，2018年から2021年

までの時系列データから作成した予測モデルから作成した予測値よりも増加していた。 

 

＜部品ねらい＞ 

 ＜部品ねらい＞の増減率については，地域や期間において大きなバラツキが見られた。

たとえば，東京都は，2020 年及び 2021 年の緊急事態宣言期間中，一貫して増加してい

たのに対して，京都府は，2021年の緊急事態宣言期間中，40％超低下していた。 

 それに対して，2022年は，兵庫県を除いた都府県で，実績値が，2018年から2021年

までの時系列データから作成した予測モデルから作成した予測値よりも増加していた。 

 

＜自動販売機ねらい＞ 

 ＜自動販売機ねらい＞の増減率については，関東と関西で大きな違いが見られた。京
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都府，大阪府，兵庫県は減少していた（特に，京都府，兵庫県は大幅な低下率となった）

のに対して，東京都は，7月～9月末の緊急事態宣言期間を除いて，200％前後の大幅な

増加率を記録した。埼玉県は，2020 年の緊急事態宣言期間中，大幅に減少していたが，

2021年以降は一転して増加した。千葉県は，2020年の緊急事態宣言期間と1月～3月に

かけての緊急事態宣言期間中，大幅に増加していたが，その後の期間では減少に転じた。

神奈川県は，4月～6月のまん延防止等重点措置期間と8月～9月末の緊急事態宣言期間

中，大幅に減少していた。 

 それに対して，2022年は，京都府を除いた都府県で，実績値が，2018年から2021年

までの時系列データから作成した予測モデルから作成した予測値よりも増加していた。

特に，東京都と大阪府の増加率が顕著に高かった。 

 

＜自動車盗＞ 

＜自動車盗＞の増減率については，地域や期間において大きなバラツキが見られた。

埼玉県と千葉県については，2020 年の緊急事態宣言期間中，1 月～2 月にかけての緊急

事態宣言期間中，4月～6月のまん延防止等重点措置期間中に，-10%超～-30%超の減少率

であったのに対して，8月～9月末の緊急事態宣言期間中，埼玉県は減少率が縮小したの

に対して，千葉県は6.2%の増加に転じた。東京都については，2020年の緊急事態宣言期

間中と1月～2月にかけての緊急事態宣言期間中，減少率が-20％台であったが，その後

は増加に転じ，7 月～9 月末の緊急事態宣言期間中，増加率が 190.7%となった。神奈川

県については，2020年の緊急事態宣言期間中，-26.8%減であったが，2021年は一転して

大幅な増加となった。京都府については，2020年の緊急事態宣言期間中，96.3％増を記

録したが，2021年は一転して大幅な減少となった。大阪府，兵庫県については，2020年

及び2021年の緊急事態宣言期間中，（減少率に多少のバラツキがあるものの）おおむね

大幅に減少した。 

それに対して，2022年は，①実績値が，2018年から2021年までの時系列データから

作成した予測モデルから作成した予測値よりも増加していた府県（神奈川県，京都府，

大阪府，兵庫県）と，②予測値よりも増加していた月と減少していた月でバラツキがあ

った都県（埼玉県，千葉県，東京都）に分かれた。 

 

＜オートバイ盗＞ 

 ＜オートバイ盗＞の増減率については，2020 年及び 2021 年の緊急事態宣言期間中，

地域や期間において大きなバラツキが見られた。 

 それに対して，2022 年は，兵庫県を除いた都府県で，2022 年の実績値が，2018 年か

ら 2021 年までの時系列データから作成した予測モデルから作成した予測値よりも増加

していた。 
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＜自転車盗＞ 

＜自転車盗＞については，2020 年及び 2021 年の緊急事態宣言期間中，一貫して減少

していたが，2020年の緊急事態宣言期間中に比べると2021年の緊急事態宣言期間中は，

京都府を除いて，減少率が（バラツキが多少あるものの）徐々に低下する傾向にあった。 

 それに対して，2022年は，すべての都府県で，実績値が，2018年から2021年までの

時系列データから作成した予測モデルから作成した予測値よりも増加していた（月別で

も，実績値が予測値よりも減少した月がなかった）。 
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図75 分析❶【埼玉県】第 1 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 

 

 

図76 分析❶【埼玉県】第 2 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 
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図77 分析❶【埼玉県】第 3 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 

 

 

図78 分析❶【埼玉県】第 4 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 
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図79 分析❶【千葉県】第 1 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 

 

 

図80 分析❶【千葉県】第 2 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 
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図81 分析❶【千葉県】第 3 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 

 

 

図82 分析❶【千葉県】第 4 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 
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図83 分析❶【東京都】第 1 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 

 

 

図84 分析❶【東京都】第 2 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 
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図85 分析❶【東京都】第 3 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 

 

 

図86 分析❶【東京都】第 4 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 
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図87 分析❶【神奈川県】第 1 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 

 

 

図88 分析❶【神奈川県】第 2 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 
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図89 分析❶【神奈川県】第 3 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 

 

 

図90 分析❶【神奈川県】第 4 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 
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図91 分析❶【京都府】第 1 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 

 

 

図92 分析❶【京都府】第 2 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 
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図93 分析❶【京都府】第 3 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 

 

 

図94 分析❶【京都府】第 4 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 
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図95 分析❶【大阪府】第 1 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 

 

 

図96 分析❶【大阪府】第 2 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 
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図97 分析❶【大阪府】第 3 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 

 

 

図98 分析❶【大阪府】第 4 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 
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図99 分析❶【兵庫県】第 1 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 

 

 

図100 分析❶【兵庫県】第 2 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 
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図101 分析❶【兵庫県】第 3 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 

 

 

図102 分析❶【兵庫県】第 4 区分における窃盗犯の動向と人流の変化 
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（２）日常活動理論（機会理論）の妥当性・信頼性 

 海外先行研究のレビューで確認したとおり，各国の政府が自宅待機政策を行ったことによっ

て，人の流動性（人流）が急激に低下した結果，窃盗などの街頭犯罪が減少したが，この減少

は，主にターゲットとなる潜在的被害者の低下と有能な監視者の増加によるものと考えられて

いる。日本の窃盗犯の動向に限ってみると，＜ひったくり＞と＜自転車盗＞がその仮説を典型

的な形で証明している。したがって，＜ひったくり＞と＜自転車盗＞については，日常活動理

論（機会理論）の枠組みがそのまま妥当すると言えよう。ただ，とても興味深いのは，＜ひっ

たくり＞について，2022年の実績値が予測値よりもさらに減少していた府県（埼玉県，東京都，

京都府）が存在していたことである。これは推察になるが，＜ひったくり＞は現状，窃盗犯の

手口としては窃盗犯全体に占める割合が低いことから，「潜在的な犯罪者」も限られており，

2020年及び2021年の緊急事態宣言期間中に「潜在的な犯罪者」の側に何らかの変化が生じて

いた可能性があるのではないだろうか。 

 そして，筆者らがその動向を特に注視していたのが，＜自動販売機ねらい＞である。自動販

売機は通常大型であり，設置されると簡単に動かすことができないことから，日常活動理論（機

会理論）の観点からみれば，「固定化されたターゲット」ということになる。したがって，2020

年及び 2021 年の緊急事態宣言期間中，その動向に変化がみられるとすれば，それは専ら「有

能な監視者」の増加によるものだと考えられる。その結果は，上記のとおり，関東と関西で大

きな違いが見られた。特に，京都府，兵庫県は大幅に低下していたが，東京都は，7月～9月末

の緊急事態宣言期間を除いて，200％前後の大幅な増加率を記録した。そうすると，設置場所や

時間帯によって，「有能な監視者」の増減が生じることから，それがこのような結果に関係して

いる可能性が高いと推察している。現時点で日常活動理論（機会理論）が妥当するものと考え

られるが，今後，設置場所や時間帯，人流観測データを変数とした回帰分析により検証するこ

とが必要だと思われる。 

 ＜車上ねらい＞，＜部品ねらい＞，＜自動車盗＞，＜オートバイ盗＞については，2020年及

び 2021 年の緊急事態宣言期間中，地域や期間において大きなバラツキが見られたものの，全

体的には減少傾向にあり，2022年には（バラツキが多少あるものの）やはり全体的に増加傾向

を示していることから，日本の文脈でも日常活動理論（機会理論）が妥当するものだと考えら

れる。だが，＜自動販売機ねらい＞と同様に，設置場所や時間帯，人流観測データを変数とし

た回帰分析を行うことが，筆者らに課せられた今後の課題である。 

 このような結果から，Nivette らが「犯罪動向は機会構造や制約の変化に素早く反応すると

いうこと…を示す強力な証拠が得られた」（Nivette et al., 2021）と主張するのと同様に，

筆者らも，日本の文脈において，公共空間における人流を抑制した結果として人々の日常活動

が変化し，それによって犯罪機会にも変動が生じて，犯罪が減少したという一定の結論に至っ

た。 
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（３）海外の調査結果との比較にみる日本の特徴 

では，海外の調査結果との比較にみる日本の特徴についてまとめよう。前述のとおり，

Nivetteらの研究から，世界的な動向として，「＜窃盗＞はデータのあるすべての都市において，

自宅待機規制後の一日の発生件数が大幅に減少していたが，都市間の不均一性が大きかった」

こと，「＜自動車盗＞は都市間の平均減少率が 39％であったが，窃盗と同様に，都市間での効

果の不均一性が示されており，18都市のうち8都市では，規制後の発生件数に統計上有意な変

化が見られなかった」ことが分かっている。 

日本では，＜車上ねらい＞，＜部品ねらい＞，＜自動販売機ねらい＞，＜自動車盗＞，＜オ

ートバイ盗＞について，海外と同様の傾向にあったと言えよう。だがそれに対して，＜ひった

くり＞と＜自転車盗＞については，日常活動理論（機会理論）の枠組みがそのまま妥当する形

となっており，これらの動向が日本の特徴を示していると言えよう。特に，＜自転車盗＞につ

いては，年間 10 万件以上も発生する窃盗犯の類型・手口であるから，さらに注視して詳細な

分析を継続していく必要がある。 

 

（４）社会安全政策（被害予防策）への示唆 

 最後に，今後の社会安全政策（被害予防策）に向けて，若干の提言を行うこととしたい。2020

年及び 2021 年の緊急事態宣言やまん延防止等重点措置というのは，文字どおり緊急事態にお

ける政策であるから，今後は平常時に（緊急時でない限り）行動の自由を一律に制限するとい

うことは，人権法令上極めて難しい。したがって，今後は，公共空間における人流が予測値か

ら短期的に変化したエリアにおいて，「適当なターゲット」である被害者や「監視者の不在」と

いう状況に働きかける形で人為的な変化を講じるというのが，現実的な社会安全政策（被害予

防策）となろう。たとえば，人流が予測値から短期的に変化したエリアに滞在している人々の

携帯端末に警戒情報を発信して被害予防行動を促すといったことや，パトロール資源を投入し

て見回りを強化するといった対策が考えられよう。また，環境設計によって，市街地での人流

をコントロールすることも一案になるかもしれない。もっとも，これらの具体的な被害予防策

に実際に効果があるのか否かは，実験を行って検証していくほかないと思われる。 
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７ 【補論】令和元年（2019 年）から令和 3 年（2021 年）までの多変量の時系列データから作成
した予測モデルについて−東京都の＜⾃転⾞盗＞を対象として− 
 筆者らは，①都道府県警察が提供する窃盗犯のオープンデータと，②株式会社Agoop が提供

する人流定点観測データなどの日別の時系列データを対象に，令和元年（2019 年）から令和 3

年（2021 年）までの多変量の時系列データから人流の回復状況を加味したトレンドでの予測モ

デルの作成を試みて，2022 年における東京都の＜自転車盗＞の動向を分析したので，本報告書

では補論としてその結果等について説明をしておきたいと思う。 

 

（１）方法 

 使用したデータセットと分析手法は，以下のとおりである。なお、人流定点観測データにつ

いては、指数化はせずに日別の平均値を用いている。 

 

データセット：①東京都の＜自転車盗＞のオープンデータ（令和元年（2019 年）から令

和 3 年（2021 年）まで）と，②株式会社Agoop が提供する東京都の人流

定点観測データ（令和元年（2019 年）から令和 3 年（2021 年）まで） 

分析手法：多重線形回帰（独立変数：＜東京都外＞・＜東京都内＞・＜同一市区町村＞

の各人流観測データ，従属変数：＜自転車盗＞の発生件数） 

 

（２）結果 

 結果は，以下のとおりである（RMSE：21.89，MAD：16.61，MAPE：26.13%，ダービン=ワ

トソン：0.6107，決定係数：0.1787，調整済み決定係数：0.1764）。 

 

2022 年 1 月：293.7%増 2022 年 2 月：258.2%増 2022 年 3 月：390.8%増 

2022 年 4 月：437.0%増 2022 年 5 月：466.8%増 2022 年 6 月：526.2%増 

2022 年 7 月：555.9%増 2022 年 8 月：570.0%増 2022 年 9 月：610.2%増 

2022 年 10 月：581.3%増 2022 年 11 月：433.8%増 2022 年 12 月：95.2%増 

 

（３）考察 

 本予測モデルについては，RMSE，ダービン=ワトソン，決定係数などに示されているように，

予測精度が低かった。それは，上記（２）の結果に示した増加率を見ても，適正な予測モデル

でないことが分かる。なぜなら，2022 年における東京都の＜自転車盗＞の発生件数は，2019 年

のそれと比較しても，実績値として 2 倍超には至っておらず，それに反して，上記の結果はそ

れを顕著に超える増加率を示しているからである。 

 本予測モデルの精度が低くなったのは，①データセットに他の時系列データが含まれておら

ず限定されすぎていたこと，②人流定点観測データの日別の平均値では数量データとして値が

大きすぎて十分に反映できないことなどが要因だと考えている。 
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 筆者らは，今回の分析結果から見えてきた課題の解消に継続して取り組み，人流の増減率な

どから窃盗の発生率を示す仕組みの構築を目指す次第である。 

 

以 上 

 


